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  平成３０年３月１６日 

 

鳥取市長 深 澤 義 彦    

 

鳥取市条例第１１号 

   鳥取市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

鳥取市国民健康保険条例（昭和３４年鳥取市条例第６号）の一部を次のように改正

する。 

目次中「この市が行う国民健康保険」を「この市が行う国民健康保険の事務」に、

「国民健康保険運営協議会」を「市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会」

に改める。 

第１章の章名を次のように改める。 

第１章 この市が行う国民健康保険の事務 

 第１条の見出し及び同条中「国民健康保険」の次に「の事務」を加える。 

 第２章の章名を次のように改める。 

第２章 市町村の国民健康保険事業の運営に関する協議会 

 第２条中「第１１条」を「第１１条第２項」に改める。 

第１１条の２中「被保険者である世帯主及びその」を「世帯主の」に、「第２９条

の７第１項」を「第２９条の７第１項第１号」に、「同項に規定する後期高齢者支援

金等賦課額」を「同項第２号に規定する後期高齢者支援金等賦課額」に、「同項に規

定する介護納付金賦課被保険者」を「同項第３号に規定する介護納付金賦課被保険



者」に、「同項に規定する介護納付金賦課額」を「同号に規定する介護納付金賦課

額」に改める。 

第１１条の３中「、資産割額」を削る。 

第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

第１４条の見出し中「基礎賦課額」を「一般被保険者に係る基礎賦課額」に改め、

同条第１号中「１００分の７．１」を「１００分の７．２」に改め、同条第２号を削

り、同条第３号中「２２，０００円」を「２３，０００円」に改め、同号を同条第２

号とし、同条第４号ア中「２３，０００円」を「２４，６００円」に改め、同号イ中

「１１，５００円」を「１２，３００円」に改め、同号ウ中「１７，２５０円」を

「１８，４５０円」に改め、同号を同条第３号とする。 

第１４条の２中「、資産割額」を削る。 

第１４条の４を次のように改める。 

第１４条の４ 削除 

第１４条の５の２第 1号中「第１４条第４号ア」を「第１４条第３号ア」に改め、

同条第２号中「第１４条第４号イ」を「第１４条第３号イ」に改め、同条第３号中

「第１４条第４号ウ」を「第１４条第３号ウ」に改める。 

第１４条の６中「５４万円」を「５８万円」に改める。 

第１４条の６の２中「、資産割額」を削る。 

第１４条の６の４を次のように改める。 

第１４条の６の４ 削除 

第１４条の６の５第１号中「１００分の２．６」を「１００分の２．７」に改め、

同条第２号を削り、同条第３号中「８，４００円」を「９，２００円」に改め、同号

を同条第２号とし、同条第４号ア中「６，２００円」を「９，０００円」に改め、同

号イ中「３，１００円」を「４，５００円」に改め、同号ウ中「４，６５０円」を

「６，７５０円」に改め、同号を同条第３号とする。 



第１４条の６の６中「、資産割額」を削る。 

第１４条の６の８を次のように改める。 

第１４条の６の８ 削除 

第１４条の６の１０第 1号中「第１４条の６の５第４号ア」を「第１４条の６の５

第３号ア」に改め、同条第２号中「第１４条の６の５第４号イ」を「第１４条の６の

５第３号イ」に改め、同条第３号中「第１４条の６の５第４号ウ」を「第１４条の６

の５第３号ウ」に改める。 

第１４条の７中「、資産割額」を削る。 

第１４条の９を次のように改める。 

第１４条の９ 削除 

第１４条の１０第１号中「１００分の２．３」を「１００分の２．４」に改め、同

条第２号を削り、同条第３号中「９，０００円」を「９，４００円」に改め、同号を

同条第２号とし、同条第４号中「６，０００円」を「７，０００円」に改め、同号を

同条第３号とする。 

第１８条第１項（各号列記以外の部分に限る。）中「５４万円」を「５８万円」に

改め、同項第２号中「２７万円」を「２７５，０００円」に改め、同項第３号中「４

９万円」を「５０万円」に改め、同条第３項及び第４項中「５４万円」を「５８万

円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の鳥取市国民健康保険条例の規定は、平成３０年度分の保

険料から適用し、平成２９年度分までの保険料については、なお従前の例による。 

 

 



提案理由 

国民健康保険法施行令（昭和３３年政令第３６２号）の一部改正に伴う国民健康保

険料の賦課限度額及び軽減判定所得基準の改定を行うとともに、保険料算定額のうち

資産割額を廃止し、保険料率を改定する等所要の整備を行うためである。 

 


